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株主各位
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  証券コード　1726

  平成22年６月10日

株 主 各 位  

 広 島 市 東 区 光 町 二 丁 目 ６ 番 3 1 号

 株式会社ビーアールホールディングス
 代表取締役社長 藤 田 公 康

第８回定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申しあげます。
　さて、当社第８回定時株主総会を下記により開催いたし
ますので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使する
ことができますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討
のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただ
き、平成22年６月24日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご
返送くださいますようお願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成22年６月25日（金曜日）午前10時
２．場 所 広島市東区光町二丁目７番31号

ホテルチューリッヒ東方２００１
３階　レオポルト
（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）

３．目 的 事 項  
　報 告 事 項 １．第８期（平成21年４月１日から平成22年３月31

日まで）事業報告、連結計算書類ならびに会計
監査人および監査役会の連結計算書類監査結果
報告の件

　  ２．第８期（平成21年４月１日から平成22年３月31
日まで）計算書類報告の件

　決 議 事 項 　
　第１号議案 剰余金処分の件
　第２号議案 監査役１名選任の件
　第３号議案 補欠監査役２名選任の件
　　 　
　 　 　
　 　 　

以　上


　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受
付にご提出くださいますようお願い申しあげます。
　なお、株主総会参考書類ならびに事業報告、連結計算書類および計
算書類に修正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト
（アドレス　http://www.brhd.co.jp）に掲載させていただきます。
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（提供書面）
　

事　 業　 報　 告

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

　

１．企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過および成果

　当連結会計年度におけるわが国経済は、一昨年秋の金
融危機以降、100年に一度といわれる世界的な景気後退
の影響を受け、年度前半は、円高と輸出の減少から企業
収益が大幅に落ち込み、設備投資の停滞を招いたばかり
ではなく、雇用・所得環境が深刻化しました。年度後半
になり、政府の経済対策効果による耐久消費財等の一部
需要回復や、アジアを中心とする海外需要の回復を受け、
製造業を中心とした輸出・生産の持ち直しによる回復傾
向が見られましたが、企業収益の低迷や設備の過剰感か
ら、依然として厳しい雇用情勢が続いており、さらにデ
フレ基調が進むなど本格的な景気回復には至りませんで
した。
　建設投資は、年度前半に、政府による予算の前倒し
執行や、補正予算による追加経済対策が実施されまし
たが、年度後半には、2009年度一次補正予算の一部執
行停止や公共事業費の凍結、見直しにより減少いたし
ました。また、先行きについても、2010年度当初予算
で公共事業関係費が大きく削減されることから、減少
基調が続くと予想されます。当社グループの主力事業
であります橋梁土木工事においても、公共調達の継続
的縮減による発注量の減少、技術・価格競争の激化に
より依然として厳しい環境が続いております。
　こうした厳しい経営環境の中、当社グループは引き
続き「利益の出るコスト構造への変革、売上増に頼ら
ない収益改善」を戦略の柱として、収益力の確保と新
たな成長基盤の確立に取り組んでまいりました。
　この取り組みの結果、当連結会計年度の売上高は282
億45百万円（前連結会計年度比27.1％増）、営業利益
が６億43百万円（前連結会計年度比236.0％増）、経常
利益は５億14百万円（前連結会計年度比229.6％増）、
当期純利益は２億０百万円（前連結会計年度比76.7％
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増）となりました。
　事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりであ
ります。なお、金額にはセグメント間取引を含めてお
ります。

【建設事業】
　建設事業におきましては、公共事業の削減による受
注競争激化等、引き続き厳しい経営環境が続いており
ます。当連結会計年度の受注高は189億61百万円（前年
同期比15.3％減）、売上高は258億74百万円（前年同期
比29.2％増）、営業利益は11億69百万円（前年同期比
44.0％増）となりました。

【製品販売事業】
  製品販売事業におきましても、その対象は建設業界
であり、依然厳しい状況が続いております。当連結会
計年度の受注高は21億89百万円（前年同期比18.4％
増）、売上高は24億17百万円（前年同期比9.7％増）、
営業利益は１億78百万円（前年同期比174.1％増）とな
りました。

【情報システム事業】
  当事業の主な事業内容であるシステム販売では、主
製品である「建設業総合管理システム」の市場が土木・
建設業界であり、また、国内経済の大幅な不況により
ＩＴ投資が抑制され、大変厳しい状況が続いておりま
す。当連結会計年度の売上高は２億55百万円（前年同
期比6.8％減）、営業損失は41百万円（前年同期 営業
損失39百万円）となりました。

【不動産賃貸事業】
  当事業は当社保有の極東ビルディングにおいて、事
務所賃貸ならびに一般店舗・住宅の賃貸管理のほか、
グループ会社の拠点として、当社が一括して賃借した
事務所を各グループ会社に賃貸しており、安定した売
上高を計上しております。当連結会計年度の売上高は
１億88百万円（前年同期比2.8％増）、営業利益は１億
16百万円（前年同期比2.2％増）となりました。
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（事業の種類別セグメントの売上高推移）
　 （単位：百万円）

事 業 の 種 類 別
セグメントの名称

平成20年度 平成21年度 前期比増減

 構成比  構成比  増減率

  ％  ％  ％

建 設 事 業 20,032 90.1 25,874 91.6 5,842 29.2

製品販売事業 1,974 8.9 2,156 7.6 183 9.2

情報システム事業 152 0.7 151 0.6 △0 △0.5

不動産賃貸事業 67 0.3 62 0.2 △5 △8.3

合 計 22,227 100.0 28,245 100.0 6,017 27.1

（注）セグメント間取引については相殺消去しております。

　

(2) 設備投資の状況

　当連結会計年度において実施した企業集団の設備投資
の総額は97百万円であり、主なものは次のとおりであり
ます。なお、設備投資資金については、すべて自己資金
によっております。

　
　　　建設事業　　　ワーゲン改造（４基）　　30百万円

　　　　〃　　　　　走行式門構（２台）    　11百万円

　　　　〃　　　　　橋桁型枠    　　　　　　13百万円

　　　製品販売事業  枕木型枠　　　　　　    12百万円

　　　　〃　　　　　目地棒型枠他    　　　　13百万円

　

(3) 資金調達の状況

　当連結会計年度においては、コミットメントラインの
設定等による資金調達を行っております。当連結会計年
度末の借入金残高は、短期借入金45億75百万円と１年以
内返済予定の長期借入金３億44百万円および長期借入金
10億55百万円のあわせて59億76百万円であります。また、
社債１億円を発行しております。
　

(4) 対処すべき課題

　今後のわが国の経済情勢につきましては、企業収益に
ついては改善に向かうとの見方はあるものの、デフレが
継続し、雇用・所得環境も依然厳しい状態が続くものと
見られ、引き続き個人消費は低調なまま推移することが
予想されます。
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　建設投資は、政府による予算の前倒し執行や、補正予
算による追加経済対策が実施されましたが、公共事業の
継続的削減は維持され、また2009年９月に発足した新政
権も「コンクリートから人へ」と政策が変わり、公共事
業費の凍結、見直しが実施されたことにより、建設関連
業の先行きは不透明感が増しております。
　当社グループの主力事業であります橋梁土木工事も、
公共調達の継続的縮減による発注量の減少を受け、技
術・価格競争の激化が更に加速する懸念があり、今後の
経営環境は引き続き厳しいものであると認識しておりま
す。
　このように建設業は厳しい経営環境が続いております
が、当社グループは、これまでに進めてきたグループ各
社の全国的な営業戦略、技術提案力の強化、施工、生産
体制の調整を行い、現在の事業基盤を確かなものとし競
争力の維持・向上に努め、収益力を確保し、新たな成長
基盤を確立してまいります。

　

(5) 直前３事業年度の財産および損益の状況
　 （単位：百万円）

区 分
平成18年度
（平成19年3月期）

平成19年度
（平成20年3月期）

平成20年度
（平成21年3月期）

平成21年度
（当連結会計年度）
（平成22年3月期）

受 注 高 19,733
31,078
(25,412)

24,681 21,605

売 上 高 19,543 22,210 22,227 28,245

経常利益又は経常
損 失 （ △ ）

△1,068 △1,907 156 514

当期純利益又は当
期 純 損 失 ( △ )

△1,184 △1,882 113 200

１株当たり当期純
利益又は１株当た
り当期純損失(△)

△163円68銭 △233円65銭 13円66銭 24円43銭

総 資 産 14,976 16,514 18,299 17,807

純 資 産 2,471 789 823 1,011

  （注）平成19年度の受注高の（　）内は、子会社の東日本コンクリ
ート㈱の繰越工事高を除いた数値であります。
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(6) 重要な親会社および子会社の状況

① 親会社との関係
　
　当社には親会社はありません。
　

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金
当 社 の
出資比率

主要な事業内容

極 東 興 和 株 式 会 社 100百万円 100％ 土木建築業

東日本コンクリート株式会社 100 100 土木建築業

キョクトウ高宮株式会社 100 100 コンクリート製品製造

ケイ・エヌ情報システム株式会社 50 80 情報システム業務

豊 工 業 株 式 会 社 10 100 土木建築業

株式会社ビーアールイン
タ ー ナ シ ョ ナ ル

10 60
ベトナムおよび海外企
業への出資

株式会社構造テクノ 50 －
ＰＣおよびＰＣ構造物
の設計・施工

 （注1）平成21年７月1日付にて、極東テクノ㈱と東日本コンクリート
㈱は、東日本コンクリート㈱を存続会社とする吸収合併を行
っております。なお、この合併に際しての新株式の発行およ
び資本金の増加はありません。

 （注2）㈱構造テクノは、東日本コンクリート㈱の100％子会社であり
ます。

　

(7) 主要な事業内容（平成22年３月31日現在）

　当社グループは、当社を持株会社とする子会社７社で
構成され、橋梁を中心とするプレストレストコンクリー
ト工事を専門分野とする建設事業を主な事業とし、製品
販売事業としてコンクリート二次製品の製造販売、情報
システム事業として情報処理、ソフトウェア開発等を展
開しております。
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(8) 主要な営業所および工場（平成22年3月31日現在）

当 社 本社 広島市東区光町二丁目６番31号

極東興和株式会社

本社 広島市東区光町二丁目６番31号

支店
東京(北区)、名古屋、大阪、広島、四国
(高知市)、福岡

工場 静岡、江津（島根県）、大分

東日本コンクリート
株式会社

本社
仙台市青葉区中央一丁目６番30号（宮城林
産ビル）

工場 亘理（宮城県）

キョクトウ高宮
株式会社

本社 広島市東区光町二丁目６番31号

工場 高宮(広島県)

ケイ・エヌ情報シス
テ ム 株 式 会 社

本社
広島市南区稲荷町２番16号
稲荷町第一生命ビル10Ｆ

支店 東京(品川区)

豊工業株式会社 本社 大分県大分市大字上戸次字長川原3604－17

株式会社ビーアール

インターナショナル
本社

東京都北区滝野川七丁目２番13号ベルテッ
クス

株式会社構造テクノ 本社
仙台市青葉区中央一丁目６番３０号（宮城
林産ビル）

（注）東日本コンクリート㈱は、平成21年７月１日付で極東テクノ㈱
を吸収合併いたしました。

　

(9) 使用人の状況（平成22年３月31日現在）

① 企業集団の使用人の状況

事 業 部 門 使 用 人 数 前連結会計年度末比増減

建 設 事 業 371名 11名減

製 品 販 売 事 業 42名 －

情報システム事業 39名 ３名減

全 社 ( 共 通 ） 48名 －

合 計 500名 14名減

（注1）使用人数は就業員数であります。

（注2）不動産賃貸事業につきましては、管理を外部委託しているため
就業者はおりません。　
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② 当社の使用人の状況

使 用 人 数 前事業年度末比増減 平 均 年 齢 平均勤続年数

10名 － 50.9歳 4.2年

（注）使用人数は就業員数であります。

　

(10) 主要な借入先の状況（平成22年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 2,456百万円

株 式 会 社 七 十 七 銀 行 1,799

株 式 会 社 広 島 銀 行 1,384

株 式 会 社 も み じ 銀 行 236

株 式 会 社 山 口 銀 行 100

　

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

　当社の連結子会社である極東興和株式会社および東日

本コンクリート株式会社は、プレストレスト・コンクリ

ートによる橋梁新設工事の入札に関し、平成16年10月15

日付で公正取引委員会から排除勧告を受け審判中であり

ましたが、平成22年３月30日付で同委員会から審決案が

送達されました。

　現在、極東興和株式会社は、本審決案に対し異議申し

立ておよび陳述の申立てを行っておりますが、東日本コ

ンクリート株式会社は、本審決案に同意し、平成22年５

月26日付で審決を受けております。　

　なお、本件に対しては上記審決案に沿って算出可能な

課徴金、違約金見積額343百万円を当連結会計年度にお

いて特別損失として計上しておりますが、行政処分とし

て国および地方自治体から指名停止処分が科され、民事

上の損害賠償を請求される可能性があります。　
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２．会社の株式に関する事項

(1) 株式の状況（平成22年３月31日現在）

① 発行可能株式総数 30,000,000株

② 発行済株式の総数 8,620,000株

③ 株主数 970名

　

(2) 大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

ト ウ シ ョ ウ 産 業 株 式 会 社 1,300千株 15.82％

藤 田 公 康 709千株 8.64％

ビーアールグループ社員持株会 455千株 5.55％

ビーアールグループ役員持株会 277千株 3.38％

広 成 建 設 株 式 会 社 247千株 3.00％

極東工業広島支部取引先持株会 235千株 2.86％

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 200千株 2.43％

極東工業大阪支部取引先持株会 189千株 2.30％

藤 田 衛 成 186千株 2.26％

遠 藤 祐 子 185千株 2.25％

（注）持株比率は自己株式（402,186株）を控除して計算しております。

　

３．新株予約権等の状況

(1) 当社役員が保有している職務執行の対価として交付

　　された新株予約権の状況（平成22年３月31日現在）
　
　当社役員が保有している新株予約権はありません。
　

(2) 当事業年度中に職務執行の対価として使用人等に対
　　し交付した新株予約権の状況
　
　当事業年度中に交付した新株予約権はありません。
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４．会社役員の状況

(1) 取締役および監査役の状況(平成22年３月31日現在)

会社における地位 氏 名 担当および重要な兼職の状況

代表取締役社長 藤 田 公 康  

取 締 役 長谷部 正 和 　

取 締 役 土 屋 英 治 　

常 勤 監 査 役 谷 浦 正 剛  

監 査 役 青 砥 　 悟 公認会計士

監 査 役 小 田 清 和 弁護士　アンフィニ広島 社外監査役

（注1）監査役青砥　悟氏および小田清和氏は、社外監査役であります。
（注2）取締役長谷部正和氏は、極東興和株式会社の取締役を兼務して

おります。
（注3）取締役土屋英治氏は、極東興和株式会社および東日本コンクリ

ート株式会社の取締役を兼務しております。
（注4）監査役青砥　悟氏は、公認会計士の資格を有しており、財務お

よび会計に関する相当程度の知見を有しております。
　
(2) 当事業年度中の取締役の異動

① 就任

　第７回定時株主総会（平成21年６月25日開催）にお
いて、土屋英治氏が取締役に選任され、就任いたしま
した。

② 退任

　第７回定時株主総会（平成21年６月25日開催）終結
の時をもって、取締役長寿良市氏、佐藤　仁氏および
小倉迪郎氏は退任いたしました。　

　
(3) 取締役および監査役の報酬等の総額

区 分 支 給 人 数 支 給 額

取 締 役
（ う ち 社 外 取 締 役 ）

3名
(0)

32百万円
(0)

監 査 役
（ う ち 社 外 監 査 役 ）

3
(2)

11
(2)

合 計
（ う ち 社 外 役 員 ） 　

6
(2)

44
(2)

（注1）取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含ま
れておりません。

（注2）取締役の報酬限度額は、平成14年６月26日開催の株主総会にお
いて年額96百万円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）
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と決議いただいております。
（注3）監査役の報酬限度額は、平成14年６月26日開催の株主総会にお

いて年額48百万円以内と決議いただいております。
（注4）上記の支給額には、役員賞与３百万円（うち取締役１名に対し

て２百万円、監査役３名に対して１百万円（うち社外監査役に
対して0.3百万円））が含まれております。

（注5）取締役の人数には、第７回定時株主総会（平成21年６月25日開
催）の終結の時をもって退任した取締役３名を含んでおります。

（注6）取締役の期末現在の人数は３名であります。支給人数との相違
は無報酬の非常勤取締役３名によるものであります。

　

(4) 社外役員に関する事項

① 重要な兼職先と当社との関係

・社外監査役青砥　悟氏は、他社の役員を兼務してお

りません。

・社外監査役小田清和氏は、株式会社アンフィニ広島

の監査役を兼務しております。なお、当社は株式会

社アンフィニ広島との間には特別の関係はありませ

ん。　

 

② 当事業年度における主な活動状況

・取締役会および監査役会への出席状況

　
取締役会（21回開催） 監査役会（８回開催）

出席回数 出 席 率 出席回数 出 席 率

監査役 青 砥 　 悟 21回 100％ 8回 100％

監査役 小 田 清 和 21 100 8 100

　
・取締役会および監査役会における発言状況

　監査役青砥　悟氏は、主に公認会計士の見地から
意見を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・
適正性を確保するための発言、ならびに内部統制シ
ステムの構築にあたり助言・提言を行っております。
また、監査役会において、当社の内部統制システム、
経理および財務について適宜、必要な発言を行なっ
ております。
　監査役小田清和氏は、主に弁護士の見地から意見
を述べるなど、取締役会の意思決定の妥当性・適法
性を確保するための助言・提言を行っております。
また、監査役会において、内部監査について適宜、
必要な発言を行なっております。
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５．会計監査人の状況

(1) 名称 有限責任監査法人トーマツ

（注）監査法人トーマツは、平成21年７月１日付で監査法人の種類

の変更により、有限責任監査法人トーマツとなりました。　
　
(2) 報酬等の額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 39百万円

当社および子会社が会計監査人に支払うべ
き金銭その他の財産上の利益の合計額

39

（注）当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づ
く監査と金融商品取引法に基づく監査の監査報酬等の額を明
確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、当事
業年度に係る報酬等の額にはこれらの合計額を記載しており
ます。

　
　
(3) 非監査業務の内容

　該当事項はありません。
　

(4) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある

場合等、その必要があると判断した場合は、監査役会

の同意を得たうえで、または、監査役会の請求に基づ

いて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会

議の目的とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各

号に定める項目に該当すると認められる場合は、その

事実に基づき会計監査人の解任または不再任の検討を

行い、解任または不再任が妥当と判断したときは、監

査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監査人を解

任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役

は、解任後最初に招集される株主総会におきまして、

会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたしま

す。
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６．会社の体制および方針　

(1) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令および定款に適合するこ
とを確保するための体制その他会社の業務の適正を確
保するための体制についての決定内容の概要は以下の
とおりであります。

① 取締役･使用人の職務の執行が法令および定款に適合
することを確保するための体制
　当社のコンプライアンス体制は、企業倫理の確立
と遵守に関する社会的要請に対応し、株主をはじめ
とするステークホルダーとの信頼関係をさらに拡大
していくために、今後の企業活動にとって必要不可
欠なものであるとの経営トップ自らの強い認識と判
断により、Ｂｒ.ＨＤ行動基準を定める。また、コン
プライアンス体制の維持・向上を図り、全体を統括
する組織として、社長を委員長とする「倫理委員会」
を設置する。さらに、コンプライアンス体制の維持・
向上を図るため次の事項を推進するものとする。

(イ)コンプライアンス体制の整備　
(ロ)内部監査部門として執行部門から独立した監査部

署を置き、コンプライアンスの統括部署を管理本
部に置く。

(ハ)取締役は、コンプライアンス案件を発見したとき
には、速やかに監査役に報告し、経営会議にも報
告する。

(ニ)コンプライアンス案件に対する社内通報システム
を整備し、規程に基づき適切に運用する。

(ホ)監査役は、コンプライアンス体制や運用に問題が
あれば意見を述べ改善を求める。

② 取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に
関する体制
　取締役の職務執行に係わる情報については、文書
規程に基づき、その保存媒体に応じて、定められた
期間、検索性の高い状況で閲覧可能な状態を維持す
る。

③ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　当社は、当社の業務執行に係わるリスクを認識し、
その把握・管理について責任者を定め速やかに対応
するものとする。不測の事態が発生した場合には、
社長指揮下の対策本部を設置し、迅速な対応を行い、
損害の拡大を防止する体制を整えるものとする。
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④ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保
するための体制
　当社は、取締役の職務の執行が効率的に行われる
ことを確保するための体制として、取締役会を毎月
１回定例的に開催し、経営に関する重要事項の審議、
議決および取締役の業務執行状況の監督等を行う。
また、取締役会の意思決定の迅速化および業務執行
の監督機能強化を高めるため、月１回経営会議を開
催する。

⑤ 当社企業集団における業務の適正を確保するための
体制

(イ)当社は、企業集団における業務の適正を確保する
ため、グループ行動基準と関係会社規程を定め、
これに沿って各社で諸規程を定め管理を行い、必
要に応じてモニタリングも行う。

(ロ)子会社が、当社からの指導内容が法令違反等コン
プライアンス上の問題があることを認めたときに
は、コンプライアンス統括部門または監査室に報
告する。この件は、直ちに監査役に通報し、監査
役は意見を述べて改善策の策定を求めることがで
きる。

⑥ 監査役の職務を補助すべき使用人の事項と当該使用
人の取締役からの独立の確保

(イ)当社は、現在監査役の職務を補助する使用人は置
いていないが、監査役会から求められた場合は、
監査役会と協議のうえ合理的な範囲で配置する。

(ロ)監査役の職務を補助する使用人の規程を設け、任
免・評価・賃金等は監査役会の同意がなければな
らないとし、取締役からの独自性を確保する。

(ハ)監査役の職務を補助する使用人は、業務の執行に
係わる役職を兼務しないこととする。

⑦ 取締役および使用人が監査役に報告するための体制
と監査役監査が実効的に行われることを確保する体
制

(イ)取締役および使用人が、監査役に報告すべき事項
と時期を規程に定め実行する。

　　監査役は、何時でも必要に応じて取締役会および
使用人に対して、報告を求めることができる。

(ロ)社内通報に関する規程を定め、適切に運用するこ
とにより、監査役への適切な報告体制を確保する。
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(2) 株式会社の支配に関する基本方針　

　当社は、財務および事業の方針の決定を支配する者
は、安定的な成長を目指し、企業価値の極大化・株主
共同の利益の増強に経営資源の集中を図るべきと考え
ております。
　現時点では特別な防衛策は導入いたしておりません
が、今後も引き続き社会情勢等の変化を注視しつつ弾
力的な検討を行ってまいります。
　

(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針

　当社は、業績に対応した配当を継続的かつ安定的に
実施することを基本とし、将来の事業展開と経営基盤
の強化に備えるため、設計・開発を含む技術サポート
の強化および国内拠点ネットワークの整備等、内部留
保金の充実等を勘案したうえで積極的に株主に利益還
元していく方針であります。
　当事業年度の期末配当金につきましては、１株につ
き４円とさせていただきました。すでに、平成21年12
月１日に実施済みの中間配当金１株当たり４円とあわ
せまして、年間配当金は１株当たり８円となります。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成22年３月31日現在）
（単位：千円）

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 預 金

受取手形・完成工事未収入金等

未成工事支出金

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

材 料 貯 蔵 品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物 ・ 構 築 物

機械・運搬具・工具器具備品

土 地

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

貸 倒 引 当 金

13,241,568

1,863,867

6,759,940

3,649,284

403,890

21,797

88,455

240,350

234,086

△20,104

4,565,603

3,952,003

1,418,900

435,545

2,097,557

104,804

84,426

20,378

508,795

320,217

15,000

252,022

△78,445

流 動 負 債 15,385,363

支払手形・工事未払金等 6,473,876

未 払 金 448,767

短 期 借 入 金 4,575,850

１年以内償還予定の
社 債

50,000

１年以内返済予定の
長 期 借 入 金

344,750

未 払 法 人 税 等 33,251

未 払 消 費 税 等 162,908

未成工事受入金 2,929,680

工事損失引当金 207,066

そ の 他 159,212

固 定 負 債 1,410,671

社 債 50,000

長 期 借 入 金 1,055,850

繰 延 税 金 負 債 119,938

役員退職慰労引当金 37,371

負 の の れ ん 14,135

そ の 他 133,376

負 債 合 計 16,796,034

純 資 産 の 部

株 主 資 本 1,023,725

資 本 金 800,500

資 本 剰 余 金 163,806

利 益 剰 余 金 162,289

自 己 株 式 △102,871

評価・換算差額等 △37,433

その他有価証券
評 価 差 額 金

△37,433

少数株主持分 24,845

純 資 産 合 計 1,011,137

資 産 合 計 17,807,172 負債・純資産合計 17,807,172

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

 (単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 28,245,467

売 上 原 価 25,809,853

売 上 総 利 益 2,435,613

販売費及び一般管理費 1,791,618

営 業 利 益 643,995

営 業 外 収 益 134,208

受 取 利 息 5,770

受 取 配 当 金 6,386

負 の の れ ん 償 却 額 56,540

そ の 他 65,511

営 業 外 費 用 263,622

支 払 利 息 109,401

貸 倒 引 当 金 繰 入 額 8,690

工 事 保 証 料 16,192

資 金 調 達 費 用 114,680

そ の 他 14,657

経 常 利 益 514,581

特 別 利 益 12,470

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 戻 入 額 12,470

特 別 損 失 360,621

固 定 資 産 売 却 損 3,956

投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,951

減 損 損 失 11,459

課 徴 金 及 び 違 約 金 343,254

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 166,429

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 32,809

法 人 税 等 調 整 額 △62,138

少 数 株 主 利 益 △5,094

当 期 純 利 益 200,853

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：千円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

平成21年３月31日　残高 800,500 163,806 △5,687 △101,031 857,588

連結会計年度中の変動額      

剰余金の配当   △32,876  △32,876

当 期 純 利 益   200,853  200,853

自己株式の取得       △1,839 △1,839

株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額(純額)

     

連結会計年度中の
変 動 額 合 計

－ － 167,976 △1,839 166,137

平成22年３月31日　残高 800,500 163,806 162,289 △102,871 1,023,725

 

評価・換算差額等

少数株主持分 純資産合計その他有価証券
評 価 差 額 金

評価・換算
差額等合計

平成21年３月31日　残高 △63,826 △63,826 29,940 823,701

連結会計年度中の変動額     

剰余金の配当    △32,876

当 期 純 利 益    200,853

自己株式の取得    △1,839

株主資本以外の項
目の連結会計年度
中の変動額(純額)

26,393 26,393 △5,094 21,298

連結会計年度中の
変 動 額 合 計

26,393 26,393 △5,094 187,435

平成22年３月31日　残高 △37,433 △37,433 24,845 1,011,137

　（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

　連結子会社の状況

・連結子会社の数 ７社

・主要な連結子会社の名称 極東興和株式会社

東日本コンクリート株式会社

(2) 連結の範囲の変更に関する事項

　当連結会計年度に連結子会社東日本コンクリート㈱と連結子会

社極東テクノ㈱は、東日本コンクリート㈱を存続会社とする吸収

合併を行い、極東テクノ㈱は解散いたしました。

(3) 持分法の適用に関する事項

　持分法を適用していない関連会社（東コン三谷セキサン㈱）は、

当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす影

響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しております。

(4) 連結子会社の事業年度等に関する事項

　すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結会計年度の末日

と一致しております。

(5) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

イ．その他有価証券  

・時価のあるもの 連結会計年度末日の市場価格等

に基づく時価法（評価差額は全

部純資産直入法により処理し、

売却原価は移動平均法により算

定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

ロ．棚卸資産

・未成工事支出金、商品及

び製品、仕掛品

個別法による原価法（貸借対照

表価額については収益性の低下

に基づく簿価切下げの方法）

・材料貯蔵品 移動平均法による原価法（貸借

対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

イ．有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法

ただし、当社本館建物及び平成

10年４月１日以降に取得した建

物（附属設備を除く）について

は、定額法を採用しております。

なお、主な耐用年数は以下のと
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おりであります。

建物･構築物　　　　　　 　２～50年

機械･運搬具･工具器具備品　２～12年

ロ．無形固定資産

（リース資産を除く）

定額法

なお、自社利用のソフトウエア

については社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法

によっております。

ハ. リース資産 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用

しております。なお、所有権移

転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

③　重要な引当金の計上基準

イ．貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検

討して、回収不能見込額を計上

しております。

ロ．工事損失引当金 受注契約に係る将来の損失に備

えるため、当連結会計年度末に

おける受注契約に係る損失見込

額を計上しております。

ハ．役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、内規に基づく連結会計

年度末要支給額を計上しており

ます。

④　重要な収益及び費用の計上基準

完成工事高の計上基準 完成工事高の計上は、当連結会

計年度末までの進捗部分につい

て成果の確実性が認められる工

事については工事進行基準（工

事の進捗の見積りは原価比例法）

を、その他の工事については工

事完成基準を適用しております。

なお、工事進行基準による当連

結 会 計 年 度 完 成 工 事 高 は
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18,402,433千円であります。

⑤　その他連結計算書類作成のための重要な事項

イ．建設業施行規則（昭和24年建設省令第14号）に準じて連結

計算書類を作成しております。

ロ．消費税等の会計処理の方法　税抜方式によっております。

(6) 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価については、全面時価評価法

を採用しております。

(7) 負ののれんの償却に関する事項

　３年間の均等償却を行っております。

(8) 連結貸借対照表の表示方法の変更

　前連結会計年度まで区分掲記しておりました「前受金」（当連

結会計年度末は45,573千円）は、重要性がなくなったため、流動

負債の「その他」に含めて表示しております。

　

２．連結貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 8,113,630千円

　　（減損損失累計額含む）

(2) 担保に供している資産

現金預金 30,000千円

投資有価証券 251,234千円

建物・構築物 1,355,310千円

機械・工具器具備品 88,696千円

土　地 1,861,820千円

計 3,587,061千円

  上記有形固定資産のうち工場財団抵当に供している資産

建物・構築物 603,805千円

機械・工具器具備品 88,696千円

土　地 1,207,886千円

計 1,900,388千円

  上記に対応する債務

長期借入金

（１年以内返済予定額を含む）

1,400,600千円

短期借入金 4,575,850千円

計 5,976,450千円

(3) 受取手形割引高 346,056千円

(4) 損失の発生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金と工事

損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しております。損失の発

生が見込まれる工事契約に係る未成工事支出金のうち、工事損失

引当金に対応する額は、135,097千円であります。

(5) 貸出コミットメント

　当社においては、運転資金の効率的な調達を行うため㈱三菱東

京ＵＦＪ銀行等４行と貸出コミットメント契約を締結しておりま

す。
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　当連結会計年度末における貸出コミットメント契約に係る借入

未実行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,560,000千円

借入実行残高 1,560,000千円

差引額 －千円

　

３．連結株主資本等変動計算書に関する注記

(1) 発行済株式の総数に関する事項

株式の種類
前連結会計年
度末の株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年
度末の株式数

普通株式 8,620千株 －千株 －千株 8,620千株

(2) 自己株式の数に関する事項

株式の種類
前連結会計年
度末の株式数

当連結会計年
度増加株式数

当連結会計年
度減少株式数

当連結会計年
度末の株式数

普通株式 384千株 17千株 －千株 402千株

　 （注）普通株式の自己株式の数の増加17千株は、取締役会決議によ

る自己株式の取得による増加10千株、単元未満株式の買取に

よる増加７千株であります。

(3) 配当に関する事項

① 配当金支払額　

決 議
株式の
種 類

配当金の
総額
(千円)

１株当
たり配
当 額
( 円 )

基 準 日 効力発生日

平成21年11月6日
取 締 役 会

普通
株式

　
32,876

　
４　平成21年9月30日 平成21年12月1日

　

②基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生

日が翌連結会計年度となるもの　

　平成22年６月25日開催の定時株主総会の議案として、普通株

式の配当に関する事項を次のとおり提案しております。

イ.配当金の総額　　　　　　　　　32,871千円

ロ.１株当たりの配当額　　　　　　　　　４円

ハ.基準日　　　　　　　　　平成22年３月31日　

ニ.効力発生日　　　　　　　平成22年６月28日

　なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定し

ております。

　

４．金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、資金運用については主に流動性の高い預金等に

限定し、銀行等金融機関からの借入等により資金を調達しておりま

す。
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　受取手形・完成工事未収入金等に係る顧客の信用リスクは、営業

管理規程の売上債権管理要領に沿ってリスク低減を図っております。

また、投資有価証券は株式であり、上場株式については四半期ごと

に時価の把握を行っております。

　借入金および社債の使途は運転資金（主として短期）および設備

投資資金（長期）であります。デリバティブ取引については現在実

施しておりません。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

　平成22年３月31日における連結貸借対照表計上額、時価およびこ

れらの差額については、次のとおりであります。

　なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含ま

れておりません。（（注2）参照）　

　（単位：千円）

　

　
連結貸借対照
表計上額
（※）
　

時価（※） 差額

(1) 現金預金 1,863,867 1,863,867 －

(2) 受取手形・完成工事未収入金等 6,759,940 6,759,940 －

(3) 投資有価証券　 　 　 　

　　その他有価証券 170,702 170,702 －

(4) 支払手形・工事未払金等 (6,473,876) (6,473,876) －

(5) 未払金 (448,767) (448,767) －

(6) 短期借入金　 (4,575,850) (4,575,850) －

(7) １年以内償還予定の社債 (50,000) (49,991) △9

(8) １年以内返済予定の長期借入金 (344,750) (374,098) 29,348

(9) 未払法人税等 (33,251) (33,251) －

(10)未払消費税等 (162,908) (162,908) －

(11)未成工事受入金 (2,929,680) (2,929,680) －

(12)社債 (50,000) (47,947) △2,053

(13)長期借入金　 (1,055,850) (1,013,025) △42,825

（※）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。

 
（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項　

(1)現金預金、並びに(2)受取手形・完成工事未収入金等

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。　

(3)投資有価証券

　これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。
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(4)支払手形・工事未払金等、(5)未払金、(6)短期借入金、(9)未払

法人税等、(10)未払消費税等、並びに（11)未成工事受入金

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しい

ことから、当該帳簿価額によっております。　
(7)１年以内償還予定の社債、並びに（8)１年以内返済予定の長期借

入金　

　１年以内償還予定の社債および１年以内返済予定の長期借入金の

時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合に

想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。　

(12)社債、並びに（13)長期借入金　

　社債および長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様

の新規借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方

法によっております。　
　

（注2）時価を把握するのが極めて困難と認められる金融商品

区　分 連結貸借対照表計上額　

非上場株式　 164,515千円　

関係会社株式　 15,000千円　

　これらについては、市場価格がなく時価を把握すことが極めて困難

と認められることから、上記記載には含めておりません。　

　

（追加情報）　

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計

基準第10号　平成20年３月10日）および「金融商品の時価等の開示

に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月

10日）を適用しております。

　

５．賃貸等不動産に関する注記

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項 　

当社では、広島県において、賃貸用の住宅および店舗ビル（土

地を含む）を有しております。　

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項　

連結貸借対照表計上額 時　価

274,671千円　 503,475千円

（注1）連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を

控除した金額であります。　

（注2）当連結会計年度末の時価は、主として「不動産鑑定評価基

準」に基づく不動産鑑定士からの評価額に基づき評価して

おります。
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（追加情報）　

　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会

計基準」（企業会計基準第20号　平成20年11月28日）および「賃貸

等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第23号　平成20年11月28日）を適用しております。
　
６．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 120円02銭

(2) １株当たり当期純利益 24円43銭
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貸　借　対　照　表

（平成22年３月31日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産

現 金 預 金

関係会社短期貸付金

未 収 入 金

買 取 債 権

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有形固定資産

建 物

構 築 物

機 械 装 置

備 品

土 地

無形固定資産

ソ フ ト ウ エ ア

電 話 加 入 権

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

そ の 他

1,420,191

379,430

655,266

72,619

310,258

2,913

△296

5,722,615

1,339,824

412,724

1,473

6,417

10,471

908,736

80,851

80,610

241

4,301,940

251,448

4,037,001

13,489

流 動 負 債 3,647,832

短 期 借 入 金 3,115,000

１年以内返済予定の
長 期 借 入 金

312,000

未 払 金 35,942

未 払 費 用 5,898

未 払 法 人 税 等 2,546

預 り 金 176,248

前 受 収 益 197

固 定 負 債 834,113

長 期 借 入 金 750,000

長 期 未 払 金 840

長期預り保証金 83,273

負 債 合 計 4,481,945

純 資 産 の 部

株 主 資 本 2,702,746

資 本 金 2,500,000

資 本 剰 余 金 206,908

その他資本剰余金 206,908

利 益 剰 余 金 98,708

利益準備金　 3,287

その他利益剰余金 95,421

繰越利益剰余金 95,421

自 己 株 式 102,871

評価・換算差額等 △41,884

その他有価証券
評 価 差 額 金

△41,884

純 資 産 合 計 2,660,861

資 産 合 計 7,142,807 負債・純資産合計 7,142,807

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

 (単位：千円)

科 目 金 額

営 業 収 益 635,882

受 取 配 当 金 241,360

経 営 管 理 収 入 205,893

不 動 産 賃 貸 収 入 188,629

営 業 費 用 387,084

不 動 産 賃 貸 原 価 72,620

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 314,464

営 業 利 益 248,797

営 業 外 収 益 25,599

受 取 利 息 18,791

受 取 配 当 金 4,827

そ の 他 1,980

営 業 外 費 用 167,919

支 払 利 息 80,615

社 債 利 息 1,446

資 金 調 達 費 用 75,750

そ の 他 10,106

経 常 利 益 106,477

特 別 利 益 270

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 270

特 別 損 失 12,156

固 定 資 産 除 却 損 156

関 係 会 社 株 式 評 価 損 11,999

税 引 前 当 期 純 利 益  94,591

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 958

当 期 純 利 益 93,632

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで）

（単位：千円）

 

株 主 資 本

資本金

資 本 剰 余 金 利益剰余金

自己株式
株主資本
合　　計

その他
資　本
剰余金
　

資　本
剰余金
合　計
　

　
利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利　益

剰余金
合　計　 繰越利益

剰 余 金

平成21年３月
3 1 日 残 高

2,500,000 206,908 206,908 － 37,952 37,952 △101,031 2,643,829

事業年度中の
変 動 額 　 　 　 　 　 　 　 　

剰余金の配当   　 3,287 △36,163 △32,876  △32,876

当期純利益    　 93,632 93,632  93,632

自己株式の取得          △1,839 △1,839

株主資本以外の項
目の事業年度中の
変 動 額 (純 額 )

        

事業年度中
の変動額合計

－ － － 3,287 57,469 60,756 △1,839 58,916

平成22年３月
3 1 日 残 高

2,500,000 206,908 206,908 3,287 95,421 98,708 △102,871 2,702,746

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純資産合計そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

評価・換算差額等合計

平成21年３月31日残高 △66,450 △66,450 2,577,379

事業年度中の変動額    

剰 余 金 の 配 当   △32,876

当 期 純 利 益   93,632

自 己 株 式 の 取 得   △1,839

株主資本以外の項目の事業年度中
の 変 動 額 ( 純 額 )

24,565 24,565 24,565

事業年度中の変動額合計 24,565 24,565 83,482

平成22年３月31日残高 △41,884 △41,884 2,660,861

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 資産の評価基準及び評価方法

①　関係会社株式 移動平均法による原価法

②　その他有価証券

・時価のあるもの 事業年度の末日の市場価格等に

基づく時価法（評価差額は全部

純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定）

・時価のないもの 移動平均法による原価法

(2) 固定資産の減価償却の方法

①　有形固定資産

　　（リース資産を除く）

定率法

ただし、本館建物及び平成10年

４月１日以降に取得した建物（附

属設備を除く）については定額

法を採用しております。なお、

主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

　建物　　　８～50年

②　無形固定資産（リース資産を除く）

・自社利用のソフトウエア 社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法

③　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法を採用

しております。なお、所有権移

転外ファイナンス・リース取引

のうち、リース取引開始日が平

成20年３月31日以前のリース取

引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理

によっております。

(3) 引当金の計上基準

貸倒引当金 売上債権、貸付金等の貸倒れに

よる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては、個別に回収可能性を検

討して、回収不能見込額を計上

しております。

(4) その他計算書類作成のための基本となる事項

消費税等の会計処理 税抜方式によっております。　
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２．貸借対照表に関する注記
  (1) 有形固定資産の減価償却累計額 217,196千円

　(2) 担保に供してる資産  投資有価証券 251,234千円

　　　　　　　　　　　建　　　　物 412,724千円

　　　　　　　　　　　構　 築　 物 1,473千円

　　　　　　　　　　　土　　　　地 851,736千円

計 1,517,169千円

　 　

  　　上記に対応する債務     

長期借入金

　　　（１年以内返済予定額を含む）

1,062,000千円

　

　　　　　　　　　　短期借入金 3,115,000千円

計 4,177,000千円

　 　

(3) 受取手形割引高 279,335千円

(4) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

①　短期金銭債権 676,561千円

②　短期金銭債務 182,886千円

③　長期金銭債務 59,150千円

(5) 貸出コミットメント

　　運転資金の効率的な調達を行うため㈱三菱東京ＵＦＪ銀行等４

行と貸出コミットメント契約を締結しております。

　　当事業年度末における貸出コミットメント契約に係る借入未実

行残高等は次のとおりであります。

貸出コミットメントの総額 1,560,000千円

借入実行残高 1,560,000千円

差　 引　 額 －千円

　

３．損益計算書に関する注記

　　関係会社との取引高

①　営業収益 332,236千円

②　営業費用 90,132千円

③　営業取引以外の取引高 24,224千円

　

４．株主資本等変動計算書に関する注記

　　自己株式の数に関する事項

株式の種類
前事業年度
末の株式数

当事業年度
増加株式数

当事業年度
減少株式数

当事業年度
末の株式数

普通株式 384千株 17千株 －千株 402千株

(注)普通株式の自己株式の株式数の増加17千株は、取締役会決議によ
る自己株式の取得による増加10千株、単元未満株式の買取による
増加７千株であります。
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５．税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動） 　

 未払役員賞与 1,597千円

 未払事業税　 635

 その他 292

 　　　　計 2,526

繰延税金資産（固定） 　

 関係会社株式評価損 254,395千円

 減損損失 7,234

 その他有価証券評価差額 16,963

 繰越欠損金 808,121

 その他 488

 　　　　小計 1,087,203

 評価性引当額 △1,089,729

       　合計 －

    繰延税金資産合計 －

    繰延税金資産の純額 －

　

６．関連当事者との取引に関する注記
　

属 性
会 社 等
の 名 称

資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所 有 割 合

（％）

関 係 内 容

役員の
兼任等

事業上の関係

子会社 極東興和㈱

100
建設事業・製品販
売事業

100 兼務2名

経営指導及び
経営管理シス
テムのサービ
ス提供

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

　
経営指導コンサル
ティング契約、経
営管理サービス契
約、金銭消費貸借
契約および事務所
賃貸契約
　
当社借入に対する
債務被保証　
　

302,753
　
　
　
　
　
　

3,677,000

　
短 期 貸 付 金
　
未 収 入 金
　
未 払 金
　
長期預り保証金
　

308,579
　

16,738
　

1,532
　

58,950
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属 性
会 社 等
の 名 称

資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所 有 割 合

（％）

関 係 内 容

役員の
兼任等

事業上の関係

子会社
東日本コン
クリート㈱

100
建設事業・製品販
売事業

100 兼務1名

経営指導及び
経営管理シス
テムのサービ
ス提供

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

　
経営指導コンサル
ティング契約、経
営管理サービス契
約、金銭消費貸借
契約および事務所
賃貸契約
　

27,745

　
未 収 入 金
　
預 り 金
　

2,986
　

90,211

　　　　　　

属 性
会 社 等
の 名 称

資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所 有 割 合

（％）

関 係 内 容

役員の
兼任等

事業上の関係

子会社 豊工業㈱

10 建設事業 100 －

経営指導及び
経営管理シス
テムのサービ
ス提供

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

　
経営指導コンサル
ティング契約、経
営管理サービス契
約および金銭消費
貸借契約
　

1,435

未 収 入 金 106

預 り 金 13,386

　　　　　

属 性
会 社 等
の 名 称

資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所 有 割 合

（％）

関 係 内 容

役員の
兼任等

事業上の関係

子会社
キョクトウ
高 宮 ㈱
　

100 製品販売事業 100 兼務1名

経営指導及び
経営管理シス
テムのサービ
ス提供

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

　
経営指導コンサル
ティング契約、経
営管理サービス契
約、金銭消費貸借
契約および事務所
賃貸契約
　

19,150

　
短 期 貸 付 金
　
未 収 入 金
　
長期預り保証金
　

257,256
　
333
　
200
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属 性
会 社 等
の 名 称

資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所 有 割 合

（％）

関 係 内 容

役員の
兼任等

事業上の関係

子会社
ケイ・エヌ
情報システ
ム ㈱

50 情報システム事業 80 －
経営管理シス
テムの開発、
保守委託

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

　
当社の情報処理業
務、ソフト開発委
託および社宅賃貸
契約、経営管理シ
ステムのサービス
提供
　

91,532

　
未 収 入 金
　
未 払 金
　
預 り 金
　

151
　

7,314
　

70,441

　

　　

属 性
会 社 等
の 名 称

資本金
(百万円)

事業の内容
議決権等の
所 有 割 合

（％）

関 係 内 容

役員の
兼任等

事業上の関係

子会社
㈱ビーアー
ルインター
ナショナル

10
海外合弁会社への
出資

100
(40)

－

　
経営指導及び
経営管理シス
テムのサービ
ス提供
　

取 引 の 内 容
取引金額
（千円）

科 目
期末残高
（千円）

　
経営指導コンサル
ティング契約、経
営管理サービス契
約、金銭消費貸借
契約および土地、
事務所賃貸契約
　

3,255

短 期 貸 付 金 89,430

未 収 入 金 811

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等

　経営指導コンサルティング料は、毎期各関連当事者の業績を

勘案しながら交渉の上、決定しております。当事業年度の経営

指導コンサルティング料は、売上高の0.3％を基本として徴収し

ております。

　金銭消費貸借契約による資金の貸付金、預り金の金利につい

ては、市場金利を勘案して決定しております。

　情報処理業務、ソフト開発委託および事務所賃貸契約につい

ては、一般顧客と同等の取引条件で決定しております。
　
７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 323円79銭

(2) １株当たり当期純利益 11円39銭
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連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年5月19日 

 株式会社ビーアールホールディングス  

 　　取　 締　 役　 会　　　　　　御中  

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 近 藤 　 敏 博 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 家 元 　 清 文 
 

 　当監査法人は、会社法第４４４条第４項の規定に基づき、株式会社ビーアールホー

ルディングスの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の

連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計

算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責任は経営者に

あり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明すること

にある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽の表示がない

かどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、

経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの

評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法

人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社ビーアールホールディングス及び連結子会社

から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重

要な点において適正に表示しているものと認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年5月19日 

 株式会社ビーアールホールディングス  

 　　取　 締　 役　 会　　　　　　御中  

 有限責任監査法人　トーマツ  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 近 藤 　 敏 博 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 家 元 　 清 文 
 

 　当監査法人は、会社法第４３６条第２項第１号の規定に基づき、株式会社ビーアー

ルホールディングスの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの第８期事

業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び

個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類及びその附属

明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から計算書類及び

その附属明細書に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して

監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚

偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基

礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって

行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討

することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正

妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係

る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと

認める。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載す

べき利害関係はない。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日ま

での第８期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作

成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以

下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から

監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及

び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監

査の方針、職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の

使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に

努めるとともに、取締役会その他重要な会議等に出席し、取締役

及び使用人等からその職務の執行状況について報告を受け、必要

に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要

な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、

取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するた

めの体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なも

のとして会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整

備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されて

いる体制（内部統制システム）の状況を監視及び検証いたしまし

た。なお、財務報告に係る内部統制については、取締役等及び有

限責任監査法人トーマツから当該内部統制の評価及び監査の状況

について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及

び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受け

ました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及び

その附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査

を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求

めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われる

ことを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げる

事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業

会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係

る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及

び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸

借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結

注記表）について検討いたしました。
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 ２．監査の結果

１）事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会

社の状況を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは

定款に違反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であ

ると認めます。また、当該内部統制システムに関する取締

役の職務の執行についても、財務報告に係る内部統制を含

め、指摘すべき事項は認められません。

２）計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果

は相当であると認めます。

３）連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果

は相当であると認めます。

　

 

 平成２２年５月２５日  

 株式会社ビーアールホールディングス　監査役会  

 

常勤監査役 谷 浦 正 剛 

社外監査役 青 砥 　 悟 

社外監査役 小 田 清 和 

 

以　上
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株主総会参考書類
　

第１号議案　剰余金処分の件

　剰余金処分につきましては、以下のとおりといたした

いと存じます。

剰余金の期末配当に関する事項

　当社は、今後の経営環境のなかで、企業体質の強化、

収益力の向上、将来の事業展開に備えた財務体質強化

を図るため、内部留保にも配慮しながら、株主の皆様

に対する利益還元を経営の重要課題と位置付け、安定

的、継続的な配当を行っていきたいと考えております。

　以上を踏まえ、当期の期末配当につきましては、下

記のとおりとさせていただきたいと存じます。

1. 配当財産の種類

金銭といたします。

2. 配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金４円といたしたいと存じ

ます。

なお、この場合の配当総額は32,871,256円となりま

す。

3. 剰余金の配当が効力を生じる日

平成22年６月28日といたしたいと存じます。　
　

第２号議案　監査役１名選任の件

　監査役谷浦 正剛氏は、本総会終結の時をもって辞任

いたしますので、監査役１名の選任をお願いいたした

いと存じます。なお、本議案につきましては監査役会

の同意を得ております。
　
　監査役候補者は次のとおりであります。

氏 名
（生年月日）

略歴、当社における地位
（重要な兼職の状況）

所 有 す る
当社株式の数

天 野 敏 彦
(昭和24年10月11日生)

昭和48年４月　住友重機械工業㈱入社
昭和55年２月　極東工業㈱入社
平成15年４月　同社技術本部副本部長
平成17年４月　同社管理部長
平成18年４月　当社ＩＲ管理部長
　　　　　　　（現在に至る）

11,000株

（注）候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。
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第３号議案　補欠監査役２名選任の件

　平成21年６月25日開催の第７回定時株主総会におい

て補欠監査役に選任された原田 冽氏および蝉川 公司

氏の選任の効力は本総会が開催されるまでの間とされ

ておりますので、改めて補欠監査役２名の選任をお願

いいたしたいと存じます。なお、本議案につきまして

は監査役会の同意を得ております。
　
　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略歴および重要な兼職の状況
所 有 す る
当社株式の数

１
丸 谷 健 治

(昭和25年１月28日生)

昭和47年４月　極東工業㈱入社

平成15年７月　当社社長室長

平成17年４月　当社ＩＲ管理本部部長

平成18年４月　当社社長室長

平成22年４月　当社内部監査室長

（現在に至る）

29,000株

２
蝉 川 公 司

(昭和46年２月７日生)

平成９年10月　中央監査法人入所

平成14年１月　中央青山監査法人退職

平成14年６月　公認会計士独立開業

　　　　　　　（現在に至る）

－株

（注）１.各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありません。

 　　 ２.蝉川 公司氏は、補欠の社外監査役の候補者であります。

３.補欠の社外監査役候補者とする理由、社外監査役としての職

務を適切に遂行することができると判断する理由および社外

監査役との責任限定契約について

(1)補欠の社外監査役候補者とする理由について

蝉川公司氏は、長年の公認会計士として培われた知識を、当社社外監査役に就任

された場合に当社の監査体制に活かしていただくため、補欠の社外監査役として

選任をお願いするものであります。

(2)社外監査役としての職務を適切に遂行することができると判断する理由について

蝉川公司氏は、直接、企業経営に関与された経験はありませんが、公認会計士と

して企業財務に精通し、企業経営を統治する充分な見識を有しておられることか

ら、社外監査役としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

(3)社外監査役との責任限定契約について

当社は、社外監査役が期待される役割を充分発揮できるよう、定款において社外

監査役との間で、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限定する契約を締結で

きる旨定めております。これにより、蝉川公司氏が社外監査役に就任された場合

には、社外監査役として当社との間で責任限定契約を締結する予定であります。

その契約内容の概要は、次のとおりであります。

①社外監査役が任務を怠ったことによって当社に損害賠償責任を負う場合は、会

社法第425条第1項の最低責任限度額を限度としてその責任を負う。

②上記の責任限度が認められるのは、社外監査役がその責任の原因となった職務

の遂行について、善意でかつ重大な過失がないときに限るものとする。

以　上
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